
規 則

�愛媛県規則第６号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

愛媛県クリーニング師試験委員

愛媛県食の安全安心推進県民会議委員

愛媛県食の安全安心推進県民会議専門委員

省略

省略

愛媛県クリーニング師試験委員

省略

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
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告 示
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�愛媛県告示第３４３号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

有限会社岡石油店
代表取締役 岡 克美 新居浜市八幡三丁目１－５２ 平成２１年

２月２８日

�愛媛県規則第７号
愛媛県ふるさと雇用再生特別基金条例の施行期日を定める規則を次のように定める。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県ふるさと雇用再生特別基金条例の施行期日を定める規則

愛媛県ふるさと雇用再生特別基金条例（平成２１年愛媛県条例第１号）の施行期日は、平成２１年３月２４日とする。

�愛媛県規則第８号
愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の施行期日を定める規則を次のように定める。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の施行期日を定める規則

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成２１年愛媛県条例第２号）の施行期日は、平成２１年３月２４日とする。

�愛媛県告示第３４４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３４５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１５００１５０ 株式会社あいフランシィ 東温市田窪４１番地１２ 秋 元 晃 就労継続支援
Ａ型 株式会社あいフランシィ 東温市田窪４１番地１２ 平成２１年

２月１０日

３８１０１０１３６４ 社会福祉法人紡ぎの里 松山市久米窪田町６６１
番地１ 岡 田 真由美 生活介護 共同作業所なかよし村 松山市久米窪田町６６１

番地１
平成２１年
３月１日

３８１０１０１３６４ 社会福祉法人紡ぎの里 松山市久米窪田町６６１
番地１ 岡 田 真由美 就労継続支援

Ｂ型 共同作業所なかよし村 松山市久米窪田町６６１
番地１

平成２１年
３月１日

３８２０２００２７１ 社会福祉法人で・ふ・
か

今治市旭町一丁目４－
１０ 真 鍋 誠 子 共同生活介護 うっとこ 今治市片山四丁目６－

２３
平成２１年
３月１日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８１０５００１５１ 有限会社ライフケ
ア

新居浜市宮原町１２
番２１号 中 沢 久美子 居宅介護 ライフケア 新居浜市宮原町１２

番２１号
新居浜市中筋町１
－６－４

平成２１年
１月１３日

３８１０５００１５１ 有限会社ライフケ
ア

新居浜市宮原町１２
番２１号 中 沢 久美子 重度訪問介護 ライフケア 新居浜市宮原町１２

番２１号
新居浜市中筋町１
－６－４

平成２１年
１月１３日

３８２０１０００１８ ＮＰＯ法人どんま
い

松山市白水台一丁
目６番地４ 谷 本 圭 吾 共同生活介護 どんまいハウス 松山市愛光町２－

４
松山市本町六丁目
１１－８どんまい本
町センター

平成２１年
１月１５日

３８１０１０１３０７ ＮＰＯ法人ＳＯＲ
Ａ

松山市此花町７－
１６上田ビル２０１号 利 田 等 就労継続支援

Ｂ型 しののめハウス 松山市昭和町６８番
地

松山市美沢二丁目
３番２１号１０１号

平成２１年
１月１９日

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号
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�愛媛県告示第３４６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ヤマダ電機テックランド松山２号店

松山市問屋町２４０番１号 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

オリックス・アルファ株式会社

東京都港区芝三丁目２２番８号

代表取締役 坂本 修二

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ヤマダ電機

群馬県高崎市栄町１番１号

代表取締役 山田 昇

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２１年１０月２８日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

５，００６．９４平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

３０２台

イ 駐輪場の収容台数

１７１台

ウ 荷さばき施設の面積

７９．５平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

７５．０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時４５分から午後１０時１５分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口５箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２１年２月２７日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第３４７号
大規模小売店舗の新設の届出の概要等（平成１８年４月愛媛県告示

第１７５１号）によりその概要等を告示した大規模小売店舗立地法（平

成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による届出が取り下げられ

たので、次のとおり告示する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大 規 模 小 売 店 舗
取 下
年 月 日

名 称 所 在 地

ヤマダ電機テックランド
松山中央店 松山市中央二丁目５９他 平成２１年

２月２７日

�������
�愛媛県告示第３４８号
大規模小売店舗の新設の届出の概要等（平成１８年４月愛媛県告示

第１７５３号）によりその概要等を告示した大規模小売店舗立地法（平

成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による届出が取り下げられ

たので、次のとおり告示する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大 規 模 小 売 店 舗
取 下
年 月 日

名 称 所 在 地

ヤマダ電機テックランド
四国中央店 四国中央市妻鳥町２１１２番地１外 平成２１年

２月２７日

�������
�愛媛県告示第３４９号
平成２１年３月６日県営畑地帯総合整備事業上立山地区の換地計画

に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第８９条の２第１０項において準用する同法第５４条第４項の規定に

より公告する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３５０号
平成２１年３月６日県営中山間地域総合整備事業佐田岬半島東地区

（国木工区）の換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良

法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同

法第５４条第４項の規定により公告する。

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号
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平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３５１号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１４条の規定により、次の

肥料の登録は、失効した。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

失効年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２０
年１２月
１１日

愛媛県
第１２６０
号

副産石
灰肥料

シーエ
ーツー

アルカ
リ分
５５．０

有限会社カルシ
オン
愛媛県松山市三
津二丁目１０番地
１９号

�������
�愛媛県告示第３５２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（東予地方局管内）

川之江加入区 三島加入区 寒川加入区

大島加入区 多喜浜加入区 垣生加入区

新居浜加入区 西条加入区 河原津加入区

（東予地方局産業経済部今治支局管内）

桜井加入区 大浜加入区 来島加入区

渦浦加入区 津倉加入区 伯方加入区

魚島加入区 弓削加入区 岩城生名加入区

関前加入区 波方加入区 小部加入区

大西加入区 菊間加入区

（中予地方局管内）

浅海加入区 北条加入区 安居島加入区

野忽那加入区 睦月加入区 興居島加入区

堀江加入区 三津加入区 和気加入区

今出加入区
和気・

加入区
太山寺

松前加入区

上灘加入区 下灘加入区

（南予地方局管内）

明浜加入区 吉田加入区 奥南加入区

北灘加入区 下波加入区 遊子加入区

�淵加入区 戸島第一加入区 戸島第二加入区

日振島加入区 宇和島第一加入区 宇和島第二加入区

宇和島第三加入区 三浦加入区

（南予地方局愛南水産課管内）

内海加入区 南内海加入区 東海加入区

深浦加入区 西海加入区 福浦加入区

久良加入区

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

磯津加入区 川之石加入区 足成加入区

三瓶湾加入区 三崎加入区

�������
�愛媛県告示第３５３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成１７年３月愛媛県告示第６１３号）による保険

に付すべき義務は、平成２１年３月１６日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（東予地方局管内）

川之江加入区 三島加入区 寒川加入区

大島加入区 多喜浜加入区 垣生加入区

新居浜加入区 西条加入区 河原津加入区

（東予地方局産業経済部今治支局管内）

桜井加入区 大浜加入区 来島加入区

渦浦加入区 津倉加入区 伯方加入区

魚島加入区 弓削加入区 岩城生名加入区

関前加入区 波方加入区 小部加入区

大西加入区 菊間加入区

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号

２０３



��������������

��������������

（中予地方局管内）

浅海加入区 北条加入区 安居島加入区

野忽那加入区 睦月加入区 興居島加入区

堀江加入区 三津加入区 和気加入区

今出加入区
和気・

加入区
太山寺

松前加入区

上灘加入区 下灘加入区

（南予地方局管内）

明浜加入区 吉田加入区 奥南加入区

北灘加入区 下波加入区 遊子加入区

�淵加入区 戸島第一加入区 戸島第二加入区

日振島加入区 宇和島第一加入区 宇和島第二加入区

宇和島第三加入区 三浦加入区

（南予地方局愛南水産課管内）

内海加入区 南内海加入区 東海加入区

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

磯津加入区 川之石加入区 足成加入区

三瓶湾加入区 三崎加入区

�������
�愛媛県告示第３５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、今治市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２１年３月１７日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 菊間地区 平成２１年２月２５日

�������
�愛媛県告示第３５６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年３月１７日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 指定年月日及び番号

平成２１年３月６日 ２０中建築（道）第２号

２ 道路の位置

伊予市下吾川字馬塚１１６１番１及び１１６１番４

幅員 ４．００ｍ

延長 ２１．１０ｍ

３ 申請人の住所及び氏名

松山市柳井町三丁目６番地１１

有限会社エイケン 代表取締役 永井憲二

４ 図面省略

�愛媛県告示第３５５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年３月１７日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�愛媛県告示第３５７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

深浦加入区 西海加入区 福浦加入区

久良加入区

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０東四土（開）第１９号

平成２１年３月９日

四国中央市村松町字富光増縄１９番２、２０番１、２０番１０、２０番１１、２０番１２、

２１番３、２１番５、２１番１１、２２番１、２２番７、２６番、２７番及び３１番３

四国中央市村松町２０番地１

株式会社シーネット

代表取締役 佐 藤 正 人

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号
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�愛媛県告示第３５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第１０６８号 平成１９年
９月２６日 ㈱小島組 小島 聡 宇和島市津島町近家甲２１

２－７
平成２１年
２月１３日 造園工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１６）第４７５５号 平成１６年
９月２２日 ㈲高塚工業 是澤 貞利 八幡浜市１２０８－１ 平成２１年

２月１６日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第１４１８号 平成１７年
８月３日 ㈱篠山土建 林 信成 宇和島市津島町高田甲４１

７－８
平成２１年
２月１７日 造園工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１９）第９６２９号 平成１９年
１０月１５日 山下建設㈲ 山下 光一 宇和島市津島町上畑地甲

４０９－１
平成２１年
２月２０日 土木工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八幡浜宇和線
八幡浜市若山２番耕地１４番９地先から

同市若山１番耕地２５番３まで
平成２１年３月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂２９０番から

同市肱川町山鳥坂２８５番まで

旧 ３．８～９．６ ０．０６９

新 ８．０～２８．７ ０．０６９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂２９０番から

同市肱川町山鳥坂２８５番まで

旧 ３．８～９．６ ０．０６９

新 ８．０～２８．７ ０．０６９

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号
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訓 令

�愛媛県告示第３６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県訓令第１号
庁 中 一 般

各地方機関

愛媛県文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県文書管理規程の一部を改正する訓令

愛媛県文書管理規程（平成４年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町植松１３５８番地先から

同市河辺町植松７９３番地先まで

旧 ３．６～１６．６ ０．１８０

新 ７．５～３１．２ ０．１８０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町植松１３５８番地先から

同市河辺町植松７９３番地先まで
平成２１年３月１７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東２６５６番から

同町大瀬東２６５７番５まで
平成２１年３月１７日

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 課所 本庁各課（課に準ずるものとして文書主管課長が指定

するものを含む。以下同じ。）並びに地方機関（課を置かない

地方機関（課を置く地方機関のうち文書主管課長が指定するも

のを含む。以下同じ。）及び地方機関の 支所を除

く。）の課及び室、課を置かない地方機関並びに地方機関の

支所をいう。

�～� 省略

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 課所 本庁各課（課に準ずるものとして文書主管課長が指定

するものを含む。以下同じ。）並びに地方機関（課を置かない

地方機関（課を置く地方機関のうち文書主管課長が指定するも

のを含む。以下同じ。）並びに地方機関の分場及び支所を除

く。）の課及び室、課を置かない地方機関並びに地方機関の分

場及び支所をいう。

�～� 省略

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号
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（文書システムの利用）

第３条の２ 文書システムが導入された課所（以下「文書システム

導入課所」という。）における文書事務は、文書システムを利用

しなければならない。ただし、文書主管課長がこれにより難いと

認めた場合は、この限りでない。

（文書等の収受）

第１５条 受領し、又は配付を受けた文書等は、主務課において次に

掲げるところにより収受するものとする。

� 親展文書と認められるものを除き、封書は、開封し、文書の

余白に収受印（様式第２号）を押し、文書システム導入課所に

あっては文書システムに必要事項を登録し、文書システムが導

入されていない課所（以下「文書システム未導入課所」とい

う。）にあっては文書処理簿（様式第３号）に必要事項を記入

するとともに、日付及び文書番号を収受印の印影の所定欄に記

入すること。ただし、請求書、見積書、領収書、送り状その他

軽易な文書は、文書システムへの登録及び文書処理簿への記載

を省略することができる。

� 親展文書は、開封せず、封皮の余白に収受印を押し、文書シ

ステム導入課所にあっては文書システムで件名を「親展」と登

録し、文書システム未導入課所にあっては文書処理簿の件名欄

に「親展」と記入すること。

� 省略

� 現金、金券、有価証券、証紙若しくは収入印紙又は物品の添

付のある文書は、文書の余白に添付された物の種類及びその金

額又は数量を記入するとともに、文書システム導入課所にあっ

ては文書システムの件名欄に登録し、文書システム未導入課所

にあっては文書処理簿の件名欄に記入すること。

� 省略

� 電子文書を収受しようとするときは、文書システム導入課所

にあっては文書システムに必要事項を登録し、文書システム未

導入課所にあっては内容を確認の上、文書処理簿に必要事項を

記入すること。ただし、軽易な文書は、文書システムへの登録

及び文書処理簿への記載を省略することができる。

２ 省略

（起案）

第２０条 起案は、文書システム導入課所にあっては文書システムに

より、文書システム未導入課所にあっては起案用紙（様式第４

号）を用いて行わなければならない。ただし、定例的又は軽易な

事案については、その文書の余白に処分案を明記し、若しくは処

分印を押し、又は主務課においてあらかじめ定めた処理様式、簿

冊、伝票等を用いて処理することができる。

２ 前項ただし書の規定により、文書システム導入課所において起

案を行ったときは、処理後速やかに文書システムに件名その他必

要事項を登録するものとする。

（供覧）

第２３条 事案の処理を要しない文書のうち、文書システム導入課所

における電子文書にあっては文書システムにより、それ以外の文

書にあってはその余白に「供覧」と記入する等の方法により関係

者の閲覧に供しなければならない。事案の処理を要する文書のう

ち、あらかじめ関係者の閲覧に供することが適当と認められるも

のについても、同様とする。

２ 前項の場合において、文書システム導入課所において文書シス

テムによらない供覧に行ったときは、供覧後速やかに文書システ

（文書システムの利用）

第３条の２ 本庁

における文書事務は、文書システムを利用

しなければならない。ただし、文書主管課長がこれにより難いと

認めた場合は、この限りでない。

（文書等の収受）

第１５条 受領し、又は配付を受けた文書等は、主務課において次に

掲げるところにより収受するものとする。

� 親展文書と認められるものを除き、封書は、開封し、文書の

余白に収受印（様式第２号）を押し、本庁 に

あっては文書システムに必要事項を登録し、地方機関

にあっては文書処理簿（様式第３号）に必要事項を記入

するとともに、日付及び文書番号を収受印の印影の所定欄に記

入すること。ただし、請求書、見積書、領収書、送り状その他

軽易な文書は、文書システムへの登録及び文書処理簿への記載

を省略することができる。

� 親展文書は、開封せず、封皮の余白に収受印を押し、本庁

にあっては文書システムで件名を「親展」と登

録し、地方機関 にあっては文書処理簿の件名欄

に「親展」と記入すること。

� 省略

� 現金、金券、有価証券、証紙若しくは収入印紙又は物品の添

付のある文書は、文書の余白に添付された物の種類及びその金

額又は数量を記入するとともに、本庁 にあっ

ては文書システムの件名欄に登録し、地方機関

にあっては文書処理簿の件名欄に記入すること。

� 省略

� 電子文書を収受しようとするときは、本庁

にあっては文書システムに必要事項を登録し、地方機関

にあっては内容を確認の上、文書処理簿に必要事項を

記入すること。ただし、軽易な文書は、文書システムへの登録

及び文書処理簿への記載を省略することができる。

２ 省略

（起案）

第２０条 起案は、本庁 にあっては文書システムに

より、地方機関 にあっては起案用紙（様式第４

号）を用いて行わなければならない。ただし、定例的又は軽易な

事案については、その文書の余白に処分案を明記し、若しくは処

分印を押し、又は主務課においてあらかじめ定めた処理様式、簿

冊、伝票等を用いて処理することができる。

２ 前項ただし書の規定により、本庁 において起

案を行ったときは、処理後速やかに文書システムに件名その他必

要事項を登録するものとする。

（供覧）

第２３条 事案の処理を要しない文書のうち、本庁

における電子文書にあっては文書システムにより、それ以外の文

書にあってはその余白に「供覧」と記入する等の方法により関係

者の閲覧に供しなければならない。事案の処理を要する文書のう

ち、あらかじめ関係者の閲覧に供することが適当と認められるも

のについても、同様とする。

２ 前項の場合において、本庁 において文書シス

テムによらない供覧に行ったときは、供覧後速やかに文書システ
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公 告

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が平成２１年３月５日あったので公表する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 ２００９年度賃金引き上げ・その他

２ 日時 ２００９年３月２４日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

財団法人創精会 松山市美沢１丁目１０－３８

医療法人敬愛会久米病院 松山市南久米７２３

医療法人清和会和ホスピタル 松山市柳原７３９

財団法人真光会 松山市南高井１４９１

医療法人北辰会まなべ病院 西条市氷見丙４７７

財団法人新居浜精神衛生研究所 新居浜市松原町１３－４７

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。

ムに件名その他必要事項を登録するものとする。

（文書処理簿への登載等）

第３１条 決裁を受けた起案文書（以下「決裁文書」という。）で文

書番号を必要とするもの（第４２条第１号から第５号までに掲げる

文書を除く。）は、文書システム導入課所にあっては主務課にお

いて文書システムによる文書番号を付し、文書システム未導入課

所にあっては主務課において文書処理簿に必要事項を登載し、こ

れに文書番号を付さなければならない。この場合において、第１５

条第１項第１号、第２号又は第６号の規定により収受した文書に

ついて処理を行った決裁文書にあっては、文書システム導入課所

においては文書システムに処理状況を登録するものとし、文書シ

ステム未導入課所においては当該文書を収受した際に記入した文

書処理簿の欄に処理状況を記入するものとする。

（令達の書式及び番号）

第４４条 省略

２ 令達には、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める番号を付さなければならない。

�・� 省略

� 達及び指令 文書システム導入課所にあっては文書システム

による番号、文書システム未導入課所にあっては文書処理簿に

よる番号

３・４ 省略

（一般文書の書式、記号及び番号）

第４５条 省略

２ 一般文書には、主務課において文書記号の次に文書システム導

入課所にあっては文書システムによる番号を、文書システム未導

入課所にあっては文書処理簿による番号を付さなければならな

い。ただし、文書記号及び文書番号を付すことが適当でない文書

並びに軽易な文書については、これらを省略することができる。

３～５ 省略

（文書の廃棄手続）

第６６条 システム完結文書 の廃棄は、保存文書にあ

っては文書主管課長等が、１年保存文書及び特例保管文書にあっ

ては主務課長が 行う。

２ 本庁における非システム完結文書の廃棄は、保存文書にあって

は文書主管課長が、１年保存文書及び特例保管文書にあっては主

務課長が管財主管課長に引き継いで行う。

３ 地方機関における非システム完結文書の廃棄の手続は、文書担

当課長が定める。

ムに件名その他必要事項を登録するものとする。

（文書処理簿への登載等）

第３１条 決裁を受けた起案文書（以下「決裁文書」という。）で文

書番号を必要とするもの（第４２条第１号から第５号までに掲げる

文書を除く。）は、本庁 にあっては主務課にお

いて文書システムによる文書番号を付し、地方機関

にあっては主務課において文書処理簿に必要事項を登載し、こ

れに文書番号を付さなければならない。この場合において、第１５

条第１項第１号、第２号又は第６号の規定により収受した文書に

ついて処理を行った決裁文書にあっては、本庁

においては文書システムに処理状況を登録するものとし、地方機

関 においては当該文書を収受した際に記入した文

書処理簿の欄に処理状況を記入するものとする。

（令達の書式及び番号）

第４４条 省略

２ 令達には、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める番号を付さなければならない。

�・� 省略

� 達及び指令 本庁 にあっては文書システム

による番号、地方機関 にあっては文書処理簿に

よる番号

３・４ 省略

（一般文書の書式、記号及び番号）

第４５条 省略

２ 一般文書には、主務課において文書記号の次に本庁

にあっては文書システムによる番号を、地方機関

にあっては文書処理簿による番号を付さなければならな

い。ただし、文書記号及び文書番号を付すことが適当でない文書

並びに軽易な文書については、これらを省略することができる。

３～５ 省略

（文書の廃棄手続）

第６６条 本庁における非システム完結文書の廃棄は、保存文書にあ

っては文書主管課長 が、１年保存文書及び特例保管文書にあっ

ては主務課長が管財主管課長に引き継いで行う。

２ 本庁におけるシステム完結文書 の廃棄は、保存文書にあって

は文書主管課長が、１年保存文書及び特例保管文書にあっては主

務課長が 行う。

３ 地方機関における文書 の廃棄の手続は、文書担

当課長が定める。
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４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２０年１２月１日から平成２１年２月２２日までの間に実施した技能検定の合格者は、

次のとおりである。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

財団新居浜病院

医療法人十全会十全第二病院 新居浜市角野新田町１－１－２８

八幡浜医師会立双岩病院 八幡浜市若山４番耕地１６３

機械加工

特級

受 検 番 号

Ｂ １

電気機器組立て

特級

受 検 番 号

Ｂ １

半導体製品製造

特級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ７ Ｃ １ Ｃ ２

機械加工（フライス盤作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｄ １ Ｄ ２

機械加工（数値制御フライス盤作業）

１級

受 検 番 号

Ｄ １

工場板金（機械板金作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ １
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２級

受 検 番 号

Ｂ １

仕上げ（機械組立仕上げ作業）

２級

受 検 番 号

Ｄ １

機械検査（機械検査作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２５ Ａ甲 ２６

Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２９ Ａ甲 ３０ Ａ甲 ３１ Ａ甲 ３２ Ａ甲 ３３

Ａ甲 ３７ Ａ甲 ３８ Ａ甲 ３９ Ａ甲 ４１ Ａ甲 ４２ Ａ甲 ４３

Ａ甲 ４４ Ａ甲 ４５ Ａ甲 ４６ Ａ甲 ４７

機械保全（機械系保全作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８ Ａ甲 １２ Ａ甲 １８

Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２５ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ３１ Ａ甲 ４３ Ａ甲 ４７

Ａ甲 ５２ Ａ甲 ５７ Ａ甲 ６１ Ａ甲 ６２ Ａ甲 ６６ Ａ甲 ６７

Ｂ １ Ｂ ４ Ｂ ５ Ｂ １２ Ｂ ２１ Ｂ ２４

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ８ Ｃ ９ Ｃ １１

Ｃ １３ Ｃ １４ Ｃ １５ Ｃ １７

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １７

Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２８ Ａ甲 ２９

Ａ甲 ３２ Ａ甲 ３４ Ａ甲 ３５ Ａ甲 ３６ Ａ甲 ３７ Ａ甲 ３８

Ａ甲 ３９ Ａ甲 ４１ Ａ甲 ４２ Ａ甲 ４３ Ａ甲 ４４ Ａ甲 ４５
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Ａ甲 ４６ Ａ甲 ４８ Ａ甲 ５０ Ａ甲 ５１ Ａ甲 ５２ Ａ甲 ５７

Ａ甲 ６４ Ａ甲 ６７ Ａ甲 ６８ Ａ甲 ７１ Ａ甲 ７３ Ａ甲 ７５

Ａ甲 ７６ Ａ甲 ７８ Ａ甲 ７９ Ａ甲 ８２ Ａ甲 ８３ Ａ甲 ８４

Ａ甲 ８６ Ａ甲 ８７ Ａ甲 ８８ Ａ甲 ８９ Ａ甲 ９０ Ａ甲 ９２

Ａ甲 １０２ Ａ甲 １１０ Ａ甲 １１１ Ａ甲 １１４ Ａ甲 １１５ Ａ甲 １１６

Ａ甲 １１７ Ａ甲 １１８ Ａ甲 １１９ Ａ甲 １２０ Ａ甲 １２１ Ａ甲 １２２

Ａ甲 １２４ Ａ甲 １２７ Ａ甲 １２９ Ａ甲 １３１ Ａ甲 １３３ Ａ甲 １３４

Ｂ ２ Ｂ ３ Ｂ ５ Ｂ ６ Ｂ ８ Ｂ １０

Ｂ １１ Ｂ １２ Ｂ １６ Ｂ １７ Ｂ ２２ Ｃ １

Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ６ Ｃ ７

Ｃ １０ Ｃ １１ Ｃ １２ Ｃ １５ Ｃ １６ Ｃ ２２

Ｃ ２３ Ｃ ２７ Ｃ ３１ Ｃ ３２ Ｃ ３３ Ｃ ３４

Ｃ ３５ Ｃ ３６ Ｃ ４０ Ｃ ４１ Ｃ ４３ Ｃ ４５

Ｃ ４６ Ｃ ４７ Ｃ ４８ Ｃ ４９ Ｄ １ Ｄ ２

機械保全（電気系保全作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ７ Ａ甲 ９ Ａ甲 １３

Ｂ ５ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ｂ １ Ｃ ３ Ｃ ５ Ｃ ９

機械保全（設備診断作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｃ ３ Ｃ ６ Ｃ １０ Ｃ １２ Ｃ １７

Ｃ １９ Ｃ ２１ Ｄ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ４ Ｃ ５

電気機器組立て（シーケンス制御作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｄ １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １
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３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ９

Ａ甲 １０

半導体製品製造（集積回路チップ製造作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ｂ ３ Ｂ ４ Ｂ ５ Ｂ ６ Ｂ ７

Ｂ ８ Ｂ １２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｂ ２ Ｂ ４

自動販売機調整（自動販売機調整作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ｂ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ７ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ｃ ３ Ｃ ４

空気圧装置組立て（空気圧装置組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｂ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６

農業機械整備（農業機械整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ｂ ４ Ｂ ５ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 １０ Ａ甲 １２ Ａ甲 １６

Ａ甲 １７ Ｂ ５ Ｃ １ Ｃ ２
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冷凍空気調和機器施工（冷凍空気調和機器施工作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 １１ Ｂ １ Ｂ ４ Ｃ ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ｂ ３

Ｂ ５ Ｂ ６

婦人子供服製造（婦人子供既製服縫製作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ １

強化プラスチック成形（ビニルエステル樹脂積層防食作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ５

石材施工（石材加工作業）

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ３

石材施工（石積み作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ２

パン製造（パン製造作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １６

Ａ甲 １７ Ａ甲 １８
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菓子製造（洋菓子製造作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ ２ Ｃ ３

菓子製造（和菓子製造作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ２

建築大工（大工工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ ３ Ｃ ５ Ｃ ７

２級

受 検 番 号

Ｃ ２

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７

かわらぶき（かわらぶき作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ５

配管（建築配管作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ９

Ａ甲 １２ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９

Ａ甲 ２２ Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ ２
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２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｃ １

配管（プラント配管作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｂ ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ｂ １ Ｃ １

型枠施工（型枠工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ７ Ｂ ２ Ｂ ３

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ７

鉄筋施工（鉄筋組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ｂ １ Ｃ １

コンクリート圧送施工（コンクリート圧送工事作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４

防水施工（アスファルト防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｄ １
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防水施工（合成ゴム系シート防水工事作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

防水施工（塩化ビニル系シート防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４

防水施工（改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業）

１級

受 検 番 号

Ｄ １

内装仕上げ施工（鋼製下地工事作業）

１級

受 検 番 号

Ｄ １

ガラス施工（ガラス工事作業）

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １

機械・プラント製図（機械製図手書き作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ １

機械・プラント製図（機械製図ＣＡＤ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １４

Ｂ ３ Ｂ ４ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｄ １

Ｄ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５

Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２５

Ａ甲 ２６ Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ４ Ｃ １ Ｃ ２

Ｃ ４
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年３月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

交通管制センター、サブセンター等設備保守業務

� 委託業務名及び数量

交通管制センター、サブセンター等設備保守業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２１年４月２８日から平成２２年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

松山市若草町７番地（交通管制センター）ほか

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０年度、平成２１年度、平成２２年度の製

造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認めら

れた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の交通管制センター、サブセンター等設備

保守業務の実績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履

行し得る体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

電気製図（配電盤・制御盤製図作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｂ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｂ １

塗装（鋼橋塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ６

Ｄ １ Ｄ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １ Ｃ ２

樹脂接着剤注入施工（樹脂接着剤注入工事作業）

単一等級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ｂ １ Ｃ １
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公安委員会規則

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課交通安全施設係

〒７９０－８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４－０１１０

� 入札書の受領期限

平成２１年４月２８日（火）午前１０時００分

� 事前提出書類（入札書のほかに提出する書類）の受領期限

平成２１年４月２３日（木）午後５時３０分まで

� 開札の日時及び場所

平成２１年４月２８日（火）午前１０時００分

愛媛県警察本部２階第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、２の�を証明でき
る書類を事前提出書類の受領期限までに提出しなければならな

い。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be required：

Maintenance and upkeep of Ｔraffic Control Center and Sub―

center，１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，２８April ２００９

� For further information，please contact：

Supplies Procurement Section，Finance Division，Administrative

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７３ Japan

Tel ０８９―９３４―０１１０

�愛媛県公安委員会規則第２号
愛媛県警察組織規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月１７日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県警察組織規則等の一部を改正する規則

（愛媛県警察組織規則の一部改正）

第１条 愛媛県警察組織規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章 総則（第１条）

第２章 組織

第１節 職制（第２条－第２０条）

第２節 警察本部

第１款 分課（第２１条－第５５条）

第２款 警察学校（第５６条）

第３款 部の附置機関（第５７条）

第４款 課又は隊の附置機関（第５８条－第７７条の４）

第５款 組織及び運営（第７８条）

第３節 警察署（第７９条・第８０条）

第４節 所掌事務に関する特例措置（第８１条）

第３章 補則（第８２条）

附則

（企画調整官及び監察官）

第７条 警務部に、企画調整官及び監察官を置き、警視の階級にあ

目次

第１章 総則（第１条）

第２章 組織

第１節 職制（第２条－第２０条）

第２節 警察本部

第１款 分課（第２１条－第５５条）

第２款 警察学校（第５６条）

第３款 部の附置機関（第５７条）

第４款 課又は隊の附置機関（第５８条－第７７条の２）

第５款 組織及び運営（第７８条）

第３節 警察署（第７９条・第８０条）

第４節 所掌事務に関する特例措置（第８１条）

第３章 補則（第８２条）

附則

（企画官 及び監察官）

第７条 警務部に、企画官 及び監察官を置き、警視の階級にあ
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る警察官をもって充てる。

２ 企画調整官は、上司の命を受け、警察運営の企画及び調整に関

する事務並びに特に命ぜられた事務を掌理し、当該所属の職員を

指揮監督する。

３ 省略

（師範）

第１６条 企画教養課に、必要に応じ師範を置き、警部若しくは警部

補の階級にある警察官又は一般職員をもって充てる。ただし、警

察本部長が必要と認めるときは、巡査部長の階級にある警察官を

もって充てることができる。

２ 省略

（総務課）

第２２条 総務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 警察運営の総合的な企画及び調整に関すること（警務課及び

企画教養課の所掌に属するものを除く。）。

� 省略

（警務部の分課）

第２５条 警務部に、次の５課及び１室を置く。

警務課

監察官室

会計課

企画教養課

厚生課

留置管理課

（警務課）

第２６条 警務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 警察運営の 調整に関すること（総務課の所掌に属す

るものを除く。）。

�～� 省略

� 犯罪被害者支援（犯罪の被害者の被害の回復、安全の確保又

は精神的打撃の軽減に資するための警察の施策をいう。以下同

じ。）に関する企画、調査及び総合調整に関すること。

	～
 省略

（企画教養課）

第２９条 企画教養課においては、次の事務をつかさどる。

� 警察運営の企画及び調査に関すること（総務課の所掌に属す

るものを除く。）。

� 被疑者取調べの監督に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（生活安全企画課）

第３３条 生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 酩酊者、家出人、迷い子その他救護を要する者の保護に関す

ること（少年課の所掌事務に属するものを除く。）。

� 酒に酔って公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律

（昭和３６年法律第１０３号）に関すること。

る警察官をもって充てる。

２ 企画官 は、上司の命を受け、警察運営の企画及び調整に関

する事務並びに特に命ぜられた事務を掌理し、当該所属の職員を

指揮監督する。

３ 省略

（師範）

第１６条 教養課 に、必要に応じ師範を置き、警部若しくは警部

補の階級にある警察官又は一般職員をもって充てる。ただし、警

察本部長が必要と認めるときは、巡査部長の階級にある警察官を

もって充てることができる。

２ 省略

（総務課）

第２２条 総務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 警察運営の総合的な企画及び調整に関すること（警務課

の所掌に属するものを除く。）。

� 省略

（警務部の分課）

第２５条 警務部に、次の５課及び１室を置く。

警務課

監察官室

会計課

教養課

厚生課

留置管理課

（警務課）

第２６条 警務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 警察運営の企画及び調整に関すること（総務課の所掌に属す

るものを除く。）。

�～� 省略

� 犯罪被害者対策（犯罪の被害者の被害の回復、安全の確保又

は精神的打撃の軽減に資するための警察の施策をいう。以下同

じ。）に関する企画、調査及び総合調整に関すること。

	～
 省略

（教養課）

第２９条 教養課 においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（生活安全企画課）

第３３条 生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 酒に酔って公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律

（昭和３６年法律第１０３号）に関すること。

� 酩酊者、その他救護を要する者の保護に関すること（少年課

の所掌事務に属するものを除く。）。

� 風俗関係事犯及び売春関係事犯の取締りに関すること。

� 人身売買関係事犯の取締りに関すること。
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（少年課）

第３５条 少年課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

（生活環境課）

第３６条 生活環境課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 風俗関係事犯及び売春関係事犯の取締りに関すること。

	 人身売買関係事犯の取締りに関すること。


 外国人労働者に係る雇用関係事犯の取締りに関すること。

� 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）に関すること。

� 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）及び火薬類

取締法（昭和２５年法律第１４９号）に関すること（組織犯罪対策課

の所掌に属するものを除く。）。

� 高圧ガスその他の危険物の取締りに関すること。

� 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）、化学兵器の禁止及び

特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）及び感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）に関する事務で県警察の所掌に属するものに

関すること（警備課の所掌に属するものを除く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（刑事部の分課）

第３７条 刑事部に、次の５課、１所及び１隊を置く。

刑事企画課

捜査第一課

捜査第二課

� 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）に関すること。

� 外国人労働者に係る雇用関係事犯の取締りに関すること。

� 省略

� 省略


 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）及び火薬類

取締法（昭和２５年法律第１４９号）に関すること（組織犯罪対策課

の所掌に属するものを除く。）。

� 高圧ガスその他の危険物の取締りに関すること。

� 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）、化学兵器の禁止及び

特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）及び感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）に関する事務で県警察の所掌に属するものに

関すること（警備課の所掌に属するものを除く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（少年課）

第３５条 少年課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 家出人及び迷い子の保護に関すること。

� 省略

（生活環境課）

第３６条 生活環境課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

（刑事部の分課）

第３７条 刑事部に、次の４課、１所及び１隊を置く。

捜査第一課

捜査第二課
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組織犯罪対策課

鑑識課

科学捜査研究所

機動捜査隊

（刑事企画課）

第３８条 刑事企画課においては、次の事務をつかさどる。

� 刑事警察の運営に関する企画、調査及び調整に関すること。

� 犯罪の捜査一般に関すること。

� 刑事警察関係法令の研究及び指導に関すること。

� 公判対応に関すること。

� 刑事警察の教養に関すること。

� 他の都道府県警察との捜査共助に関すること。

� 犯罪統計に関すること。

� 捜査支援に関すること。

	 前各号に掲げるもののほか、刑事部内の他の所掌に属しない

こと。

（捜査第一課）

第３９条 捜査第一課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

第４０条 省略

第４１条 省略

第４２条 省略

第４３条 省略

第４４条 省略

（交通部の分課）

第４５条 交通部に、次の４課及び２隊を置く。

交通企画課

交通指導課

交通規制課

運転免許課

交通機動隊

高速道路交通警察隊

第４６条 省略

第４７条 省略

第４８条 省略

（運転免許課）

第４９条 運転免許課においては、次の事務をつかさどる。

� 運転免許に関すること。

� 運転免許試験及び再試験に関すること。

� 適性検査に関すること。

組織犯罪対策課

鑑識課

科学捜査研究所

機動捜査隊

（捜査第一課）

第３８条 捜査第一課においては、次の事務をつかさどる。

� 刑事警察の運営に関する企画、調査及び調整に関すること。

� 刑事警察関係法令の研究及び指導に関すること。

� 公判対応に関すること。

� 刑事警察の教養に関すること。

� 他の都道府県警察との捜査共助に関すること。

� 犯罪統計に関すること。

� 捜査支援に関すること。

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 前各号に掲げるもののほか、刑事部内の他の所掌に属しない

こと。

第３９条 省略

第４０条 省略

第４１条 省略

第４２条 省略

第４３条 省略

（交通部の分課）

第４４条 交通部に、次の５課及び２隊を置く。

交通企画課

交通指導課

交通規制課

運転免許管理課

運転免許試験課

交通機動隊

高速道路交通警察隊

第４５条 省略

第４６条 省略

第４７条 省略

（運転免許管理課）

第４８条 運転免許管理課においては、次の事務をつかさどる。

� 運転免許に関すること。

� 運転者管理センターに関すること。

� 運転免許の行政処分に関すること。
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� 自動車教習所に関すること。

� 原付講習、指定自動車教習所職員講習及び初心運転者講習並

びに取得時講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公安委員

会規則第５号）第１条の取得時講習に関すること。

� 運転者管理センターに関すること。

� 運転免許の行政処分に関すること。

� 取消処分者講習、停止処分者講習、更新時講習及び高齢者講

習並びに違反者講習に関すること。

（公安課）

第５３条 公安課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 警備部の犯罪事件に係る捜査に関すること。

� 省略

（音楽隊）

第５９条 省略

２ 音楽隊は、第２３条第６号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（犯罪被害者支援室）

第６１条 警務課に、犯罪被害者支援室を附置する。

２ 犯罪被害者支援室は、第２６条第１０号から第１２号までの事務をつ

かさどる。

３ 犯罪被害者支援室に、室長を置き、警視の階級にある警察官を

もって充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、犯罪被害者支援室の事務を掌理し、

部下職員を指揮監督する。

第６２条 省略

第６３条 省略

（術科指導室）

第６４条 企画教養課に、術科指導室を附置する。

２ 術科指導室は、第２９条第５号及び第６号の事務をつかさどる。

３ 術科指導室に、室長を置き、警視又は警部の階級にある警察官

をもって充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、術科指導室の事務を掌理し、部下職

員を指揮監督する。

第６５条 省略

（子ども・女性安全対策室）

第６６条 生活安全企画課に、子ども・女性安全対策室を附置する。

２ 子ども・女性安全対策室は、第３３条第２号の事務のうち子ども

と女性を性犯罪等の被害から守るための事務をつかさどる。

３ 子ども・女性安全対策室に、室長を置き、警視の階級にある警

察官をもって充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、子ども・女性安全対策室の事務を掌

理し、部下職員を指揮監督する。

（ストーカー対策室）

� 取消処分者講習、停止処分者講習、更新時講習及び高齢者講

習並びに違反者講習に関すること。

（運転免許試験課）

第４９条 運転免許試験課においては、次の事務をつかさどる。

� 運転免許試験及び再試験に関すること。

� 適性検査に関すること。

� 自動車教習所に関すること。

� 原付講習、指定自動車教習所職員講習及び初心運転者講習並

びに取得時講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公安委員

会規則第５号）第１条の取得時講習に関すること。

（公安課）

第５３条 公安課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

（音楽隊）

第５９条 省略

２ 音楽隊は、第２３条第５号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（企画室）

第６１条 警務課に、企画室を附置する。

２ 企画室は、第２６条第４号から第８号までの事務をつかさどる。

３ 企画室に、室長を置き、警視の階級にある警察官をもって充て

る。

４ 室長は、上司の命を受け、企画室の事務を掌理し、部下職員を

指揮監督する。

（犯罪被害者対策室）

第６２条 警務課に、犯罪被害者対策室を附置する。

２ 犯罪被害者対策室は、第２６条第１０号から第１２号までの事務をつ

かさどる。

３ 犯罪被害者対策室に、室長を置き、警視の階級にある警察官を

もって充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、犯罪被害者対策室の事務を掌理し、

部下職員を指揮監督する。

第６３条 省略

第６４条 省略

第６５条 省略

（ストーカー対策室）
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第６６条の２ 省略

２ ストーカー対策室は、第３３条第１０号及び第１１号の事務をつかさ

どる。

３・４ 省略

（少年サポートセンター）

第７０条 省略

２ 少年サポートセンターは、第３５条第６号から第８号までの事務

をつかさどる。

３・４ 省略

（生活安全部特別捜査隊）

第７１条 省略

２ 生活安全部特別捜査隊は、第３６条第９号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（サイバー犯罪対策室）

第７２条 省略

２ サイバー犯罪対策室は、第３６条第１０号及び第１１号の事務をつか

さどる。

３・４ 省略

（暴力団対策室）

第７３条 省略

２ 暴力団対策室は、第４１条第１号及び第３号（暴力団犯罪に関す

るものに限る。）の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（行政対象暴力対策室）

第７４条 組織犯罪対策課に、行政対象暴力対策室を附置する。

２ 行政対象暴力対策室は、第４１条第１号及び第３号（行政対象暴

力に関するものに限る。）の事務をつかさどる。

３ 行政対象暴力対策室に、室長を置き、警視の階級にある警察官

をもって充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、行政対象暴力対策室の事務を掌理し、

部下職員を指揮監督する。

（薬物・銃器対策室）

第７５条 省略

２ 薬物・銃器対策室は、第４１条第２号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（広域機動捜査班）

第７６条 省略

２ 広域機動捜査班は、第４４条第３号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（暴走族対策室）

第７７条 省略

２ 暴走族対策室は、第４７条第５号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（免許センター）

第７７条の２ 運転免許課に、免許センターを附置する。

第６６条 省略

２ ストーカー対策室は、第３３条第１５号及び第１６号の事務をつかさ

どる。

３・４ 省略

（少年サポートセンター）

第７０条 省略

２ 少年サポートセンターは、第３５条第６号から第９号までの事務

をつかさどる。

３・４ 省略

（生活安全部特別捜査隊）

第７１条 省略

２ 生活安全部特別捜査隊は、第３６条第２号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（サイバー犯罪対策室）

第７２条 省略

２ サイバー犯罪対策室は、第３６条第３号及び第４号の事務をつか

さどる。

３・４ 省略

（刑事指導捜査支援室）

第７３条 捜査第一課に、刑事指導捜査支援室を附置する。

２ 刑事指導捜査支援室は、第３８条第１号から第８号（手口捜査に

限る。）までの事務をつかさどる。

３ 刑事指導捜査支援室に、室長を置き、警視の階級にある警察官

をもって充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、刑事指導捜査支援室の事務を掌理し、

部下職員を指揮監督する。

（暴力団対策室）

第７４条 省略

２ 暴力団対策室は、第４０条第１号及び第３号（暴力団犯罪に関す

るものに限る。）の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（薬物・銃器対策室）

第７５条 省略

２ 薬物・銃器対策室は、第４０条第２号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（広域機動捜査班）

第７６条 省略

２ 広域機動捜査班は、第４３条第３号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（暴走族対策室）

第７７条 省略

２ 暴走族対策室は、第４６条第５号の事務をつかさどる。

３・４ 省略
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（愛媛県公安委員会公印規程の一部改正）

第２条 愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 免許センターは、第４９条第１号から第５号までの事務をつかさ

どる。

３ 免許センターに、所長を置き、警視の階級にある警察官をもっ

て充てる。

４ 所長は、上司の命を受け、免許センターの事務を掌理し、部下

職員を指揮監督する。

（警備犯罪捜査室）

第７７条の３ 公安課に、警備犯罪捜査室を附置する。

２ 警備犯罪捜査室は、第５３条第５号の事務をつかさどる。

３ 警備犯罪捜査室に、室長を置き、警視の階級にある警察官をも

って充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、警備犯罪捜査室の事務を掌理し、部

下職員を指揮監督する。

第７７条の４ 省略 第７７条の２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

項 ひな形 書体

寸法

（ミリメー

トル）
管理責任者 用途 項 ひな形 書体

寸法

（ミリメー

トル）
管理責任者 用途

縦 横 縦 横

１

省略

１

省略

２

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

てん

書
２３ ２３

交通指導課

長

交通規制課

長

運転免許課

長

警察署長

１～７ 省略

２

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

てん

書
２３ ２３

交通指導課

長

交通規制課

長

運転免許管

理課長

警察署長

１～７ 省略

３

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

てん

書
２０ ２０

運転免許課

長

１・２ 省略

３

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

てん

書
２０ ２０

運転免許管

理課長

運転免許試

験課長

１・２ 省略

４

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

かい

書
１０ １０

運転免許課

長

１～４ 省略

４

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

かい

書
１０ １０

運転免許管

理課長

１～４ 省略

５

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

かい

書
４．５４．５

運転免許課

長

新居浜警察

署長

今治警察署

長

八幡浜警察

署長

宇和島警察

１ 省略

５

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

かい

書
４．５４．５

運転免許管

理課長

新居浜警察

署長

今治警察署

長

八幡浜警察

署長

宇和島警察

１ 省略
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（愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する規則（昭和４３年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

署長 署長

６

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

かい

書
１０ １０

生活安全企

画課長

生活環境課

長

交通指導課

長

警察署長

１～８ 省略

６

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

かい

書
１０ １０

生活安全企

画課長

交通指導課

長

警察署長

１～８ 省略

７

省略

７

省略

８ 愛媛公安
かい

書
５ １５

運転免許課

長

警察署長

１ 省略

８ 愛媛公安
かい

書
５ １５

運転免許管

理課長

運転免許試

験課長

警察署長

１ 省略

９

省略

９

省略

１０
公 安
愛 媛 県
委員会

かい

書
１８ ２８

生活安全企

画課長

生活環境課

長

交通指導課

長

運転免許課

長

警察署長

１～１１ 省略

１０
公 安
愛 媛 県
委員会

かい

書
１８ ２８

生活安全企

画課長

交通指導課

長

運転免許管

理課長

運転免許試

験課長

警察署長

１～１１ 省略

１１
愛媛県
公安委員会

てん

書
２８ ２８

運転免許課

長

１ 省略

１１
愛媛県
公安委員会

てん

書
２８ ２８

運転免許管

理課長

１ 省略

１２
愛媛県
公安委員会

てん

書
２０ ２０

運転免許課

長

１・２ 省略

１２
愛媛県
公安委員会

てん

書
２０ ２０

運転免許管

理課長

１・２ 省略

注 省略

２ 省略

注 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（設置）

第２条 愛媛県警察本部交通部運転免許課 に適性検査所を置

く。

（職員）

第３条 適性検査所の職員は、愛媛県警察本部交通部運転免許課

の職員及び愛媛県公安委員会（以下「公安委員会」という。）の

嘱託したものをもつて充てる。

（設置）

第２条 愛媛県警察本部交通部運転免許試験課に適性検査所を置

く。

（職員）

第３条 適性検査所の職員は、愛媛県警察本部交通部運転免許試験

課の職員及び愛媛県公安委員会（以下「公安委員会」という。）の

嘱託したものをもつて充てる。
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公安委員会訓令

（愛媛県道路交通規則の一部改正）

第４条 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（警察教養規則施行細則の一部改正）

第５条 警察教養規則施行細則（平成６年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第１号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月１７日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（運転経歴証明書の交付申請）

第２４条の６ 省略

２ 前項の申請の受付時間は、愛媛県の休日を除き、次の表の左欄

に掲げる申請先の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる時間

とする。

（運転経歴証明書の交付申請）

第２４条の６ 省略

２ 前項の申請の受付時間は、愛媛県の休日を除き、次の表の左欄

に掲げる申請先の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる時間

とする。

申請先 受付時間 申請先 受付時間

警察本部運転免許課 １・２ 省略 警察本部運転免許管理課 １・２ 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（愛媛県警察本部企画教養課長の責務）

第４条 愛媛県警察本部企画教養課長は、警察教養の実施に関し、

愛媛県警察本部の課長、監察官室長、科学捜査研究所長、機動捜

査隊長、交通機動隊長、高速道路交通警察隊長、機動隊長及び国

際対策室長、警察学校長並びに警察署長（以下「所属長」という。）

と緊密な連携を保持し、警察教養の効果的な推進に努めなければ

ならない。

（愛媛県警察本部教養課長 の責務）

第４条 愛媛県警察本部教養課長 は、警察教養の実施に関し、

愛媛県警察本部の課長、監察官室長、科学捜査研究所長、機動捜

査隊長、交通機動隊長、高速道路交通警察隊長、機動隊長及び国

際対策室長、警察学校長並びに警察署長（以下「所属長」という。）

と緊密な連携を保持し、警察教養の効果的な推進に努めなければ

ならない。

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 生活安全企画課長

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 生活安全企画課長

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

風俗営業等の規

制及び業務の適

１ 第５条第３項の規定による風俗営業の不

許可の通知
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正化等に関する

法律

２ 第３１条の６第１項の規定による無店舗型

性風俗特殊営業を営む者に係る処分移送通

知書の送付（同条第３項において準用する

場合を含む。）

３ 第３１条の１１第１項の規定による映像送信

型性風俗特殊営業を営む者に係る処分移送

通知書の送付（同条第３項において準用す

る場合を含む。）

４ 第３１条の２１第１項（第３１条の２１第３項に

おいて準用する場合を含む。）の規定によ

る無店舗型電話異性紹介営業を営む者に係

る処分移送通知書の送付

５ 第３５条の４第３項の規定による接客業務

受託営業を営む者に係る処分移送通知書の

送付（同条第５項において準用する場合を

含む。）

６ 第４１条の３第１項の規定による国家公安

委員会への報告及び国家公安委員会からの

通報の受理

７ 第４１条の３第２項の規定による管轄公安

委員会への通報

８ 第４２条の規定による飲食店営業等の停止

の通知

風俗営業等の規

制及び業務の適

正化等に関する

法律施行規則

（昭和６０年国家

公安委員会規則

第１号）

１ 第１７条第２項（第２３条において準用する

場合を含む。）の規定による承認しない旨

の通知

省略 省略

銃砲刀剣類所持

等取締法

１ 第５条の３第１項の規定による講習会の

開催（第４条第１項第１号の規定による猟

銃又は空気銃の所持の許可を受けようとす

る者を対象に行う講習会。以下「初心者講

習」という。）

２ 第５条の３第２項の規定による講習修了

証明書の交付（初心者講習に限る。）

３ 第５条の３第３項（第５条の４第３項に

おいて準用する場合を含む。）の規定によ

る講習修了証明書の記載事項の変更等の届

出の受理及び書換え又は再交付（初心者講

習に限る。）

４ 第５条の４第１項の規定による技能検定

の実施及び技能検定に使用する猟銃の指定

５ 第５条の４第２項の規定による合格証明

書の交付

６ 第５条の４第３項において準用する第４

条の２第１項の規定による技能検定に係る

申請の受理

７ 第１４条第４項の規定による銃砲又は刀剣

類の登録通知の受理

８ 第１６条第２項の規定による銃砲又は刀剣
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類の登録証の返納通知の受理

９ 第１７条第３項の規定による登録を受けた

銃砲又は刀剣類の譲受、相続、貸付又は保

管委託の届出通知の受理

１０ 第１８条の２第３項の規定による刀剣類製

作承認通知の受理

銃砲刀剣類所持

等取締法施行令

（昭和３３年政令

第３３号）

１ 第５条の８第２項の規定による講習会の

日時等の公表（初心者講習に限る。）

２ 第５条の１１第１項の規定による技能検定

の日時及び場所その他技能検定に関する事

項の通知

３ 第５条の１１第１項の規定による技能検定

の受検申請の却下

銃砲刀剣類所持

等取締法施行規

則（昭和３３年総

理府令第１６号）

１ 第５条第２項の規定による推薦取消し通

知の受理

２ 第１１条の１６（第１１条の２８において準用す

る場合を含む。）の規定による教習射撃場

指定申請書の記載事項変更届出書の受理

指定射撃場の指

定に関する内閣

府令

１ 第１３条の規定による指定射撃場指定申請

書の記載事項変更届の受理

火薬類取締法 １ 第１９条第５項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

高圧ガス保安法

（昭和２６年法律

第２０４号）

１ 第７４条第１項の規定による高圧ガス製造

許可等の通報の受理

消防法（昭和２３

年法律第１８６号）

１ 第１１条第７項の規定による危険物製造所

等許可の通報の受理

武器等製造法

（昭和２８年法律

第１４５号）

１ 第２８条の規定による武器等製造許可等の

通報の受理

核原料物質、核

燃料物質及び原

子炉の規制に関

する法律

１ 第５９条第１０項の規定による運搬証明書の

再交付申請の受理及び運搬証明書の再交付

２ 第５９条第１３項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

核原料物質、核

燃料物質及び原

子炉の規制に関

する法律施行令

（昭和３２年政令

第３２４号）

１ 第５０条の規定による不要となった運搬証

明書の返納の受理

２ 第５１条第１項第１号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

代理受理等

３ 第５１条第１項第２号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

指示内容の通知

４ 第５１条第１項第３号の規定による都道府

県公安委員会の間の連絡

５ 第５１条第２項の規定による一の関係公安

委員会による他の関係公安委員会への運搬

証明書の記載事項変更届出の代理受理等

放射性同位元素

等による放射線

障害の防止に関

１ 第１８条第５項の規定による放射性同位元

素等運搬届出の受理

２ 第１８条第１０項の規定による都道府県公安
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する法律 委員会の間の連絡

放射性同位元素

等による放射線

障害の防止に関

する法律施行令

（昭和３５年政令

第２５９号）

１ 第１８条第１号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への届出の

代理受理

２ 第１８条第２号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への指示内

容の通知

３ 第１８条第３号の規定による都道府県公安

委員会の間の緊密な連絡

放射性同位元素

等の運搬の届出

等に関する内閣

府令（昭和５６年

総理府令第３０

号）

１ 第２条第２項の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への放射性

同位元素等運搬届出書の代理受理

２ 第２条第４項の規定による放射性同位元

素等運搬届出書の交付

３ 第３条第２項の規定による放射性同位元

素等運搬指示書の交付

４ 第５条の規定による運搬の状況及び事故

の状況の報告徴収

化学兵器の禁止

及び特定物質の

規制等に関する

法律

１ 第１７条第５項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

化学兵器の禁止

及び特定物質の

規制等に関する

法律施行令（平

成７年 政 令 第

１９２号）

１ 第３条の２の規定による運搬証明書の書

換え

２ 第３条の３の規定による運搬証明書の再

交付

３ 第３条の４の規定による不要となった運

搬証明書の返納の受理

４ 第３条の５第１項第１号の規定による出

発地公安委員会による他の関係公安委員会

への代理受理等

５ 第３条の５第１項第２号の規定による出

発地公安委員会による他の関係公安委員会

への指示内容の通知

６ 第３条の５第１項第３号の規定による都

道府県公安委員会の間の連絡

７ 第３条の５第２項の規定による一の関係

公安委員会による他の関係公安委員会への

運搬証明書の記載事項変更の届出の代理受

理等

感染症の予防及

び感染症の患者

に対する医療に

関する法律施行

令

１ 第２２条の規定による運搬証明書の再交付

申請の受理及び運搬証明書の再交付

２ 第２３条の規定による不要となった運搬証

明書の返納の受理

３ 第２４条第１項第１号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

代理受理等

４ 第２４条第１項第２号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

指示内容の通知

５ 第２４条第１項第３号の規定による都道府

県公安委員会の間の連絡
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６ 第２４条第２項の規定による一の関係公安

委員会による他の関係公安委員会への運搬

証明書の記載事項変更届出の代理受理等

省略 省略

インターネット

異性紹介事業を

利用して児童を

誘引する行為の

規制等に関する

法律

１ 第１５条第１項（同条第３項において準用

する場合を含む。）の規定による処分移送

通知書の送付及び受理

２ 第１６条の規定によるインターネット異性

紹介事業者に対する報告及び資料の提出の

要求

３ 第１７条第１項の規定による国家公安委員

会への報告及び国家公安委員会からの通報

の受理

４ 第１７条第２項の規定による他の公安委員

会への通報及び他の公安委員会からの通報

の受理

５ 第２０条の規定による登録誘引情報提供機

関に対する情報の提供

� 生活環境課長

法令 専決事項

風俗営業等の規

制及び業務の適

正化等に関する

法律

１ 第５条第３項の規定による風俗営業の不

許可の通知

２ 第３１条の６第１項（同条第３項において

準用する場合を含む。）の規定による無店

舗型性風俗特殊営業を営む者に係る処分移

送通知書の送付

３ 第３１条の１１第１項（同条第３項において

準用する場合を含む。）の規定による映像

送信型性風俗特殊営業を営む者に係る処分

移送通知書の送付

４ 第３１条の２１第１項（同条第３項において

準用する場合を含む。）の規定による無店

舗型電話異性紹介営業を営む者に係る処分

移送通知書の送付

５ 第３５条の４第３項（同条第５項において

準用する場合を含む。）の規定による接客

業務受託営業を営む者に係る処分移送通知

書の送付

６ 第４１条の３第１項の規定による国家公安

委員会への報告及び国家公安委員会からの

通報の受理

７ 第４１条の３第２項の規定による管轄公安

委員会への通報

８ 第４２条の規定による飲食店営業等の停止

の通知

風俗営業等の規

制及び業務の適

正化等に関する

法律施行規則

（昭和６０年国家

公安委員会規則

第１号）

１ 第１７条第２項（第２３条において準用する

場合を含む。）の規定による承認しない旨

の通知
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銃砲刀剣類所持

等取締法

１ 第５条の３第１項の規定による講習会（第

４条第１項第１号の規定による猟銃又は空

気銃の所持の許可を受けようとする者を対

象に行う講習会。以下「初心者講習」とい

う。）の開催

２ 第５条の３第２項の規定による講習修了

証明書の交付（初心者講習に限る。）

３ 第５条の３第３項（第５条の４第３項に

おいて準用する場合を含む。）の規定によ

る講習修了証明書の記載事項の変更等の届

出の受理及び書換え又は再交付（初心者講

習に限る。）

４ 第５条の４第１項の規定による技能検定

の実施及び技能検定に使用する猟銃の指定

５ 第５条の４第２項の規定による合格証明

書の交付

６ 第５条の４第３項において準用する第４

条の２第１項の規定による技能検定に係る

申請の受理

７ 第１４条第４項の規定による銃砲又は刀剣

類の登録通知の受理

８ 第１６条第２項の規定による銃砲又は刀剣

類の登録証の返納通知の受理

９ 第１７条第３項の規定による登録を受けた

銃砲又は刀剣類の譲受、相続、貸付又は保

管委託の届出通知の受理

１０ 第１８条の２第３項の規定による刀剣類製

作承認通知の受理

銃砲刀剣類所持

等取締法施行令

（昭和３３年政令

第３３号）

１ 第５条の８第２項の規定による講習会（初

心者講習に限る。）の日時等の公表

２ 第５条の１１第１項の規定による技能検定

の日時及び場所その他技能検定に関する事

項の通知

３ 第５条の１１第１項の規定による技能検定

の受検申請の却下

銃砲刀剣類所持

等取締法施行規

則（昭和３３年総

理府令第１６号）

１ 第５条第２項の規定による推薦取消し通

知の受理

２ 第１１条の１６（第１１条の２８において準用する

場合を含む。）の規定による教習射撃場指

定申請書の記載事項変更届出書の受理

指定射撃場の指

定に関する内閣

府令

１ 第１３条の規定による指定射撃場指定申請

書の記載事項変更届の受理

火薬類取締法 １ 第１９条第５項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

高圧ガス保安法

（昭和２６年法律

第２０４号）

１ 第７４条第１項の規定による高圧ガス製造

許可等の通報の受理

消防法（昭和２３

年法律第１８６号）

１ 第１１条第７項の規定による危険物製造所

等許可の通報の受理
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武器等製造法

（昭和２８年法律

第１４５号）

１ 第２８条の規定による武器等製造許可等の

通報の受理

核原料物質、核

燃料物質及び原

子炉の規制に関

する法律

１ 第５９条第１０項の規定による運搬証明書の

再交付申請の受理及び運搬証明書の再交付

２ 第５９条第１３項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

核原料物質、核

燃料物質及び原

子炉の規制に関

する法律施行令

（昭和３２年政令

第３２４号）

１ 第５０条の規定による不要となった運搬証

明書の返納の受理

２ 第５１条第１項第１号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

代理受理等

３ 第５１条第１項第２号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

指示内容の通知

４ 第５１条第１項第３号の規定による都道府

県公安委員会の間の連絡

５ 第５１条第２項の規定による一の関係公安

委員会による他の関係公安委員会への運搬

証明書の記載事項変更届出の代理受理等

放射性同位元素

等による放射線

障害の防止に関

する法律

１ 第１８条第５項の規定による放射性同位元

素等運搬届出の受理

２ 第１８条第１０項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

放射性同位元素

等による放射線

障害の防止に関

する法律施行令

（昭和３５年政令

第２５９号）

１ 第１８条第１号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への届出の

代理受理

２ 第１８条第２号の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への指示内

容の通知

３ 第１８条第３号の規定による都道府県公安

委員会の間の緊密な連絡

放射性同位元素

等の運搬の届出

等に関する内閣

府令（昭和５６年

総理府令第３０

号）

１ 第２条第２項の規定による出発地公安委

員会による他の関係公安委員会への放射性

同位元素等運搬届出書の代理受理

２ 第２条第４項の規定による放射性同位元

素等運搬届出書の交付

３ 第３条第２項の規定による放射性同位元

素等運搬指示書の交付

４ 第５条の規定による運搬の状況及び事故

の状況の報告徴収

化学兵器の禁止

及び特定物質の

規制等に関する

法律

１ 第１７条第５項の規定による都道府県公安

委員会の間の連絡

化学兵器の禁止

及び特定物質の

規制等に関する

法律施行令（平

成７年政令第

１９２号）

１ 第３条の２の規定による運搬証明書の書

換え

２ 第３条の３の規定による運搬証明書の再

交付

３ 第３条の４の規定による不要となった運

搬証明書の返納の受理
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４ 第３条の５第１項第１号の規定による出

発地公安委員会による他の関係公安委員会

への代理受理等

５ 第３条の５第１項第２号の規定による出

発地公安委員会による他の関係公安委員会

への指示内容の通知

６ 第３条の５第１項第３号の規定による都

道府県公安委員会の間の連絡

７ 第３条の５第２項の規定による一の関係

公安委員会による他の関係公安委員会への

運搬証明書の記載事項変更の届出の代理受

理等

感染症の予防及

び感染症の患者

に対する医療に

関する法律施行

令

１ 第２２条の規定による運搬証明書の再交付

申請の受理及び運搬証明書の再交付

２ 第２３条の規定による不要となった運搬証

明書の返納の受理

３ 第２４条第１項第１号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

代理受理等

４ 第２４条第１項第２号の規定による出発地

公安委員会による他の関係公安委員会への

指示内容の通知

５ 第２４条第１項第３号の規定による都道府

県公安委員会の間の連絡

６ 第２４条第２項の規定による一の関係公安

委員会による他の関係公安委員会への運搬

証明書の記載事項変更届出の代理受理等

インターネット

異性紹介事業を

利用して児童を

誘引する行為の

規制等に関する

法律

１ 第１５条第１項（同条第３項において準用

する場合を含む。）の規定による処分移送

通知書の送付及び受理

２ 第１６条の規定によるインターネット異性

紹介事業者に対する報告及び資料の提出の

要求

３ 第１７条第１項の規定による国家公安委員

会への報告及び国家公安委員会からの通報

の受理

４ 第１７条第２項の規定による他の公安委員

会への通報及び他の公安委員会からの通報

の受理

５ 第２０条の規定による登録誘引情報提供機

関に対する情報の提供

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 運転免許課長

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 運転免許課長

法令 専決事項 法令 専決事項

道路交通法 １ 第８９条第１項の規定による運転免許申請

書の受理及び運転免許試験の実施

２ 第８９条第２項の規定による検査の実施及

び検査合格証明書の交付

３ 第９０条第３項（同条第５項において準用

道路交通法 １ 第９０条第３項（同条第５項において準用

する場合を含む。）及び第６項の規定によ

る弁明をなすべき日時等の通知及び弁明の

機会の付与

２ 第９０条第８項の規定による他の公安委員
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する場合を含む。）及び第６項の規定によ

る弁明をなすべき日時等の通知及び弁明の

機会の付与

４ 第９０条第６項の規定による適性検査の受

検及び医師の診断書の提出命令

５ 第９０条第８項の規定による他の公安委員

会への通知

６ 第９０条第９項の規定による免許の保留又

は効力の停止期間の短縮

７ 第９０条第１０項の規定による仮免許の交付

の拒否

８ 第９０条第１１項の規定による弁明をなすべ

き日時等の通知及び弁明の機会の付与

９ 第９０条の２第２項の規定による運転免許

証の交付の拒否

１０ 第９１条の規定による免許の条件の付加及

び変更

１１ 第９２条の規定による運転免許証の交付

１２ 第９３条第２項の規定による運転免許証へ

の条件の記載

１３ 第９３条の２の規定による運転免許証の電

磁的方法による記録

１４ 第９４条第１項の規定による運転免許証の

記載事項の変更届の受理及び運転免許証へ

の変更事項の記載

１５ 第９４条第２項の規定による運転免許証及

び仮運転免許証の再交付申請の受理及び再

交付

１６ 第９７条の２第２項及び第３項の規定によ

る運転免許試験の一部免除の決定

１７ 第９７条の３第１項の規定による運転免許

試験の停止及び合格決定の取消処分

１８ 第９７条の３第２項の規定による運転免許

試験合格決定の取消通知

１９ 第９８条第３項（第１０８条の３２の２第４項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による

自動車教習所設置者又は管理者に対する指

導又は助言

２０ 第９８条第４項（第１０８条の３２の２第４項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による

自動車安全運転センターに対する自動車教

習所の教習を行う職員の資質の向上を図る

ための措置についての必要な配慮の要求

２１ 第９９条の２第４項の規定による技能検定

員資格者証の交付

２２ 第９９条の３第４項の規定による教習指導

員資格者証の交付

２３ 第９９条の４の規定による講習の通知

２４ 第１００条の２第１項及び第１００条の３第２

項の規定による再試験の実施

２５ 第１００条の２第４項（第１００条の３第３項

において準用する場合を含む。）の規定によ

る再試験の通知

会への通知

３ 第９０条第９項の規定による免許の保留又

は効力の停止期間の短縮

４ 第９０条の２第２項の規定による免許の交

付の拒否

５ 第９１条の規定による運転免許証の更新時

における免許の条件の付加及び変更

６ 第９２条の規定による運転免許証の交付

７ 第９３条第２項の規定による運転免許証へ

の条件の記載

８ 第９３条の２の規定による運転免許証の電

磁的方法による記録

９ 第９４条第１項の規定による運転免許証の

記載事項の変更届の受理及び運転免許証へ

の変更事項の記載

１０ 第９４条第２項の規定による運転免許証及

び仮運転免許証の再交付申請の受理及び再

交付

１１ 第１０１条第１項の規定による運転免許証

更新申請書の受理

１２ 第１０１条第３項の規定による運転免許証

更新連絡書の送付

１３ 第１０１条第４項の規定による適性検査の

実施

１４ 第１０１条第５項及び第１０１条の２第３項の

規定による運転免許証の更新

１５ 第１０１条の２第１項の規定による更新期

間前における運転免許証更新申請の受理

１６ 第１０１条の２第２項の規定による適性検

査の実施

１７ 第１０１条の２の２第１項の規定による運

転免許証更新申請書の受理

１８ 第１０１条の２の２第２項の規定による適

性検査の実施

１９ 第１０１条の２の２第３項の規定による適

性検査の結果を記載した書面及び運転免許

証更新申請書の送付及び受理

２０ 第１０１条の２の２第４項の規定による経

由地公安委員会が行う更新時講習を受講し

た旨の通知及び通知の受理

２１ 第１０１条の２の２第５項の規定による適

性検査を受けるべき旨の通知及び適性検査

の実施

２２ 第１０１条の３第２項の規定による運転免

許証の更新の拒否

２３ 第１０１条の４第２項の規定による高齢者

講習連絡書の送付

２４ 第１０３条第２項及び第７項の規定による

他の公安委員会への処分移送通知書の送付

及び処分の通知並びに処分移送通知書の受

理

２５ 第１０３条の２第４項の規定による送付さ

れた仮停止通知書及び運転免許証の受理

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号

２３４



２６ 第１００条の２第５項の規定による再試験

受験申込書の受理

２７ 第１００条の３第１項（同条第３項におい

て準用する場合を含む。）の規定による試験

移送通知書の送付及び受理

２８ 第１０１条第１項の規定による運転免許証

更新申請書の受理

２９ 第１０１条第３項の規定による運転免許証

更新連絡書の送付

３０ 第１０１条第４項の規定による適性検査の

実施

３１ 第１０１条第５項及び第１０１条の２第３項の

規定による運転免許証の更新

３２ 第１０１条の２第１項の規定による更新期

間前における運転免許証更新申請の受理

３３ 第１０１条の２第２項の規定による適性検

査の実施

３４ 第１０１条の２の２第１項の規定による運

転免許証更新申請書の受理

３５ 第１０１条の２の２第２項の規定による適

性検査の実施

３６ 第１０１条の２の２第３項の規定による適

性検査の結果を記載した書面及び運転免許

証更新申請書の送付及び受理

３７ 第１０１条の２の２第４項の規定による経

由地公安委員会が行う更新時講習を受講し

た旨の通知及び通知の受理

３８ 第１０１条の２の２第５項の規定による適

性検査を受けるべき旨の通知及び適性検査

の実施

３９ 第１０１条の３第２項の規定による運転免

許証の更新の拒否

４０ 第１０１条の４第２項の規定による高齢者

講習連絡書の送付

４１ 第１０２条第１項及び第２項の規定による

臨時適性検査の実施

４２ 第１０２条第３項の規定による臨時適性検

査の通知

４３ 第１０３条第２項及び第７項の規定による

他の公安委員会への処分移送通知書の送付

及び処分の通知並びに処分移送通知書の受

理

４４ 第１０３条第５項の規定による適性検査の

受検及び医師の診断書の提出命令

４５ 第１０３条の２第４項の規定による送付さ

れた仮停止通知書及び運転免許証の受理

４６ 第１０３条の２第５項の規定による処分移

送通知書、仮停止通知書及び運転免許証の

送付及び受理

４７ 第１０４条第１項（第１０４条の２の２第６項

及び第１０７条の５第３項において準用する

場合を含む。）の規定による意見の聴取の実

施

２６ 第１０３条の２第５項の規定による処分移

送通知書、仮停止通知書及び運転免許証の

送付及び受理

２７ 第１０４条第１項（第１０４条の２の２第６項

及び第１０７条の５第３項において準用する

場合を含む。）の規定による意見の聴取の実

施（運転免許試験課長の専決事項を除く。）

２８ 第１０４条の３第４項（第１０７条の５第１０項

において準用する場合を含む。）の規定に

よる出頭命令を行つた旨の通知及び送付さ

れた運転免許証の受理

２９ 第１０４条の３第５項（第１０７条の５第１０項

において準用する場合を含む。）の規定に

よる保管運転免許証の返還

３０ 第１０４条の４第１項の規定による免許の

取消しの申請及び他の種類の免許を受けた

い旨の申出の受理

３１ 第１０４条の４第２項の規定による申請に

基づく免許の取消し

３２ 第１０４条の４第３項の規定による返納さ

れた運転免許証の受理

３３ 第１０４条の４第５項の規定による運転経

歴証明書の交付申請の受理

３４ 第１０４条の４第６項の規定による運転経

歴証明書の交付

３５ 第１０６条の規定による国家公安委員会へ

の報告及び国家公安委員会からの通報の受

理（第１００条の２第１項の規定による再試

験を受けたとき、第１０４条の２の２第１項

の規定による処分をしたとき及び第１０８条

の２第１項第１０号に規定する講習を受けた

ときの報告及び通報を除く。）

３６ 第１０７条第１項第１号の規定による運転

免許証の返納の受理

３７ 第１０７条第２項の規定による運転免許証

の交付

３８ 第１０７条第３項の規定による運転免許証

の受理

３９ 第１０７条の５第４項及び第６項の規定に

よる提出された国際運転免許証等の受理

４０ 第１０７条の５第７項の規定による国際運

転免許証等への処分事項の記載

４１ 第１０７条の５第８項の規定による他の公

安委員会への処分移送通知書の送付及び処

分の通知並びに国際運転免許証等への処分

事項の記載

４２ 第１０７条の５第９項の規定による仮禁止

通知書、国際運転免許証等の受理及び国際

運転免許証等への処分事項の記載並びに他

の公安委員会への処分移送通知書、仮禁止

通知書及び国際運転免許証等の送付

４３ 第１０７条の６の規定による国家公安委員

会への報告
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４８ 第１０４条の２の２第１項の規定による免

許の取消し

４９ 第１０４条の２の２第３項（同条第５項に

おいて準用する場合を含む。）の規定によ

る処分移送通知書の送付及び受理

５０ 第１０４条の２の２第６項の規定において

準用する第１０４条第１項の規定による意見

の聴取の期日及び場所の通知並びに公示

５１ 第１０４条の２の２第７項の規定による他

の公安委員会への通知及び他の公安委員会

からの通知の受理

５２ 第１０４条の２の３第３項において準用す

る第１０３条第２項の規定による他の公安委

員会への処分移送通知書の送付及び処分移

４４ 第１０７条の７の規定による国外運転免許

証の交付申請の受理及び交付

４５ 第１０７条の１０の規定による国外運転免許

証の返納及び提出の受理並びに提出者への

返還

４６ 第１０８条の２第１項の規定による取消処

分者講習、停止処分者講習、更新時講習、

高齢者講習及び違反者講習の実施

４７ 第１０８条の２第２項の規定によるチャレ

ンジ講習の実施

４８ 第１０８条の３の２の規定による違反者講

習の通知

４９ 第１０８条の６第１項の規定による取消処

分者講習の業務に関する規程の認可

送通知書の受理

５３ 第１０４条の２の３第３項において準用す

る第１０３条第７項の規定による他の公安委

員会への処分の通知及び処分の通知の受理

道路交通法施行

令

１ 第３７条の６の規定による特定任意講習の

実施

２ 第３７条の６の２の規定による特定任意高

齢者講習の実施

５４ 第１０４条の２の３第６項の規定による処

分移送通知書の送付及び受理

５５ 第１０４条の３第１項（第１０７条の５第１０項

において準用する場合を含む。）の規定によ

る免許の取消し又は効力の停止に係る書面

の交付

５６ 第１０４条の３第４項（第１０７条の５第１０項

において準用する場合を含む。）の規定によ

る出頭命令を行つた旨の通知及び送付され

た運転免許証の受理

５７ 第１０４条の３第５項（第１０７条の５第１０項

において準用する場合を含む。）の規定によ

る保管運転免許証の返還

５８ 第１０４条の４第１項の規定による免許の

取消しの申請及び他の種類の免許を受けた

道路交通法施行

規則

１ 第１８条の３の規定による免許の拒否、保

留、取消し及び効力の停止に係る通知

２ 第２９条の２の２第１項の規定による経由

申請書の受理

３ 第３０条の９第４項の規定による免許を取

り消した者に対する通知

４ 第３８条第２項第１号の規定による取消処

分者講習の申出の受理

５ 第３８条第１１項第１号の規定による更新時

講習の受講申出の受理

６ 第３８条の２の規定による特定任意講習終

了証明書の交付申出の受理及び交付

７ 第３８条の４の２第３項の規定による違反

者講習を受講できない理由を証明した書類

の受理

い旨の申出の受理

５９ 第１０４条の４第２項の規定による申請に

基づく免許の取消し

６０ 第１０４条の４第３項の規定による返納さ

れた運転免許証の受理

６１ 第１０４条の４第５項の規定による運転経

歴証明書の交付申請の受理

６２ 第１０４条の４第６項の規定による運転経

歴証明書の交付

６３ 第１０６条の規定による国家公安委員会へ

の報告及び国家公安委員会からの通報の受

理

６４ 第１０７条第１項第１号の規定による運転

免許証の返納の受理

６５ 第１０７条第２項の規定による運転免許証

の交付

指定講習機関に

関する規則

１ 第５条第５号の規定による運転適性指導

に関する技能及び知識に関する審査

２ 第１１条の規定による取消処分者講習に係

る結果報告書の受理

３ 第１３条の規定による取消処分者講習に係

る事業報告書及び収支決算書の受理

４ 第１６条第１号の規定による取消処分者講

習業務の引継ぎ

５ 第１６条第２号の規定による取消処分者講

習業務に関する帳簿及び書類の引継ぎ

６ 第１６条第３号の規定による取消処分者講

習を適性かつ確実に行うための措置

７ 第１７条の規定による運転適性指導に係る

講習を受けさせる特定講習指導員の指名

８ 第１８条の規定による指定講習機関との連

絡等（取消処分者講習に限る。）

６６ 第１０７条第３項の規定による運転免許証

の受理

愛媛県道路交通

規則

１ 第２７条の２第１項の規定による違反者講

習の受講連絡等に関する措置

６７ 第１０７条の４第１項の規定による臨時適 高齢者講習に関 １ 第５条第１項の規定による高齢者講習終

愛 媛 県 報平成２１年３月１７日 第２０４８号

２３６



性検査の実施及び期日等の通知

６８ 第１０７条の４第３項の規定による必要な

措置命令

６９ 第１０７条の５第４項及び第６項の規定に

する規則（平成

１０年愛媛県公安

委員会規則第８

号）

了証明書の再交付

よる提出された国際運転免許証等の受理

７０ 第１０７条の５第７項の規定による国際運

転免許証等への処分事項の記載

７１ 第１０７条の５第８項の規定による他の公

安委員会への処分移送通知書の送付及び処

分の通知並びに国際運転免許証等への処分

事項の記載

７２ 第１０７条の５第９項の規定による仮禁止

通知書、国際運転免許証等の受理及び国際

運転免許証等への処分事項の記載並びに他

取消処分者講習

の実施に関する

規則（平成１５年

愛媛県公安委員

会規則第９号）

１ 第３条の規定による取消処分者講習予約

申込書の受理

２ 第４条の規定による講習日時、場所等の

指定及び通知

３ 第６条の規定による取消処分者講習申出

書の受理

４ 第７条の規定による取消処分者講習終了

証書の交付

５ 第８条の規定による取消処分者講習終了

証書再交付申出書の受理

の公安委員会への処分移送通知書、仮禁止

通知書及び国際運転免許証等の送付

７３ 第１０７条の６の規定による国家公安委員

会への報告

７４ 第１０７条の７の規定による国外運転免許

証の交付申請の受理及び交付

７５ 第１０７条の１０の規定による国外運転免許

証の返納及び提出の受理並びに提出者への

返還

７６ 第１０８条の２第１項の規定による取消処

分者講習、停止処分者講習、大型車講習、

中型車講習、普通車講習、大型二輪車講習、

行政手続法 １ 第１６条第３項（第１７条第３項において準

用する場合を含む。）の規定による代理人

資格証明の受理

２ 第１６条第４項（第１７条第３項において準

用する場合を含む。）の規定による代理人

資格喪失届出の受理

３ 第１８条第１項の規定による不利益処分の

原因となる事実を証する資料の閲覧の実施

４ 第１８条第３項の規定による資料の閲覧の

日時及び場所の指定

５ 第２４条第４項の規定による聴聞調書及び

報告書の閲覧の実施

普通二輪車講習、原付講習、旅客車講習、

応急救護処置講習、指定自動車教習所職員

� 運転免許試験課長

法令 専決事項

講習、更新時講習、高齢者講習及び違反者

講習の実施

７７ 第１０８条の２第２項の規定によるチャレ

ンジ講習の実施

７８ 第１０８条の３第１項の規定による初心運

転者講習の通知

７９ 第１０８条の３の２の規定による違反者講

習の通知

８０ 第１０８条の６第１項の規定による講習業

務規程に係る認可

道路交通法 １ 第８９条第１項の規定による運転免許申請

書の受理及び運転免許試験の実施

２ 第８９条第２項の規定による検査の実施及

び検査合格証明書の交付

３ 第９０条第６項の規定による適性検査の受

検及び医師の診断書の提出命令

４ 第９０条第１０項の規定による仮免許の交付

の拒否

５ 第９０条第１１項の規定による弁明をなすべ

き日時等の通知及び弁明の機会の付与

６ 第９０条の２第２項の規定による運転免許

証の交付の拒否

７ 第９１条の規定による免許の条件の付加及

び変更（運転免許管理課長の専決に係るも

のを除く。）

８ 第９７条の２第２項及び第３項の規定によ

る運転免許試験の一部免除の決定

９ 第９７条の３第１項の規定による運転免許

試験の停止及び合格決定の取消処分

１０ 第９７条の３第２項の規定による運転免許

試験合格決定の取消通知

１１ 第９８条第３項（第１０８条の３２の２第４項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による

道路交通法施行

令

１ 第３７条の４第７号の規定による再試験の

受験期間の特例に関する認定

２ 第３７条の６の規定による特定任意講習の

実施

３ 第３７条の６の２の規定による特定任意高

齢者講習の実施

４ 第３７条の７第１号の規定による臨時適性

検査申出の受理

５ 第４１条の２第７号の規定による初心運転

者講習の受講期間の特例に関する認定

道路交通法施行

規則

１ 第１８条の２の２第２項の規定による技能

検査申請書の受理

２ 第１８条の３の規定による免許の拒否、保
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留、取消し及び効力の停止に係る通知

３ 第１８条の４第１項の規定による免許の保

留の要件に関し専門的な知識を有する医師

の認定

４ 第２２条（第２８条の２において準用する場

合を含む。）の規定による試験場所等の指定

５ 第２４条第７項の規定による技能試験に使

用する自動車の提供又は指定

６ 第２８条の規定による運転免許試験成績証

明書の交付

７ 第２９条の２の２第１項の規定による経由

申請書の受理

８ 第２９条の３第１項の規定による処分の要

件に関し専門的な知識を有する医師の認定

９ 第２９条の５第１項の規定による免許の効

力の停止の要件に関し専門的な知識を有す

る医師の認定

１０ 第３０条の９第４項の規定による免許を取

り消した者に対する通知

１１ 第３２条第１項の規定による同等の教習効

果があることの認定

１２ 第３２条第２項の規定による同等の教習効

果があることの認定

１３ 第３３条第４項第２号ニ（第３４条の３第３

号において準用する場合を含む。）及び第３８

自動車教習所設置者又は管理者に対する指

導又は助言

１２ 第９８条第４項（第１０８条の３２の２第４項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による

自動車安全運転センターに対する自動車教

習所の教習を行う職員の資質の向上を図る

ための措置についての必要な配慮の要求

１３ 第９９条の２第４項の規定による技能検定

員資格者証の交付

１４ 第９９条の３第４項の規定による教習指導

員資格者証の交付

１５ 第９９条の４の規定による講習の通知

１６ 第１００条の２第１項及び第１００条の３第２

項の規定による再試験の実施

１７ 第１００条の２第４項（第１００条の３第３項

において準用する場合を含む。）の規定に

よる再試験の通知

１８ 第１００条の２第５項の規定による再試験

受験申込書の受理

１９ 第１００条の３第１項（同条第３項におい

て準用する場合を含む。）の規定による試

験移送通知書の送付及び受理

２０ 第１０２条第１項及び第２項の規定による

臨時適性検査の実施

２１ 第１０２条第３項の規定による臨時適性検

条第８項第２号の規定による応急救護処置

の指導に必要な能力を有する者の認定

１４ 第３６条の規定による指定申請書の記載事

項変更届の受理

１５ 第３７条第１項の規定による指定書等の交

付又は指定解除の通知

１６ 第３８条第２項第１号の規定による取消処

分者講習の申出の受理

１７ 第３８条第１１項第１号の規定による更新時

講習の受講申出の受理

１８ 第３８条第１５項の規定による大型車講習、

中型車講習、普通車講習、大型二輪車講習、

普通二輪車講習、原付講習、旅客者講習又

は応急救護処置講習を終了した者からの当

該講習の終了証明書の交付申出の受理及び

交付

１９ 第３８条の２の規定による特定任意講習終

了証明書の交付申出の受理及び交付

２０ 第３８条の４の２第３項の規定による違反

者講習を受講できない理由を証明した書類

の受理

査の通知

２２ 第１０３条第５項の規定による適性検査の

受検及び医師の診断書の提出命令

２３ 第１０４条の２の２第１項の規定による免

許の取消し

２４ 第１０４条の２の２第３項（同条第５項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による処

分移送通知書の送付及び受理

２５ 第１０４条の２の２第６項の規定において

準用する第１０４条第１項の規定による意見

の聴取の期日及び場所の通知並びに公示

２６ 第１０４条の２の２第７項の規定による他

の公安委員会への通知及び他の公安委員会

からの通知の受理

２７ 第１０４条の２の３第３項において準用す

る第１０３条第２項の規定による他の公安委

員会への処分移送通知書の送付及び処分移

送通知書の受理

２８ 第１０４条の２の３第３項において準用す

る第１０３条第７項の規定による他の公安委

員会への処分の通知及び処分の通知の受理

指定講習機関に

関する規則

１ 第５条第５号の規定による運転適性指導

に関する技能及び知識に関する審査

２ 第１１条の規定による結果報告書の受理

３ 第１３条の規定による事業報告書及び収支

決算書の受理

４ 第１６条第１号の規定による特定講習の業

２９ 第１０４条の２の３第６項の規定による処

分移送通知書の送付及び受理

３０ 第１０４条の３第１項（第１０７条の５第１０項

において準用する場合を含む。）の規定に

よる免許の取消し又は効力の停止に係る書

面の交付
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務の引継ぎ

５ 第１６条第２号の規定による特定講習の業

務に関する帳簿及び書類の引継ぎ

６ 第１６条第３号の規定による特定講習を適

性かつ確実に行うための措置

７ 第１７条の規定による特定講習指導員の指

名

８ 第１８条の規定による指定講習機関との連

絡等

３１ 第１０６条の規定による国家公安委員会へ

の報告及び国家公安委員会からの通報の受

理（運転免許管理課長の専決事項を除く。）

３２ 第１０７条の４第１項の規定による臨時適

性検査の実施及び期日等の通知

３３ 第１０７条の４第３項の規定による必要な

措置命令

３４ 第１０８条の２第１項の規定による大型車

講習、中型車講習、普通車講習、大型二輪

技能検定員審査

等に関する規則

１ 第５条第２項（第１３条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による技能検

定員審査合格証明書の再交付申請書の受理

及び再交付

２ 第７条第２項の規定による技能検定員資

格者証交付申請書の受理

３ 第８条第１項（第１６条第１項において準

車講習、普通二輪車講習、原付講習、旅客

車講習、応急救護処置講習及び指定自動車

教習所職員講習の実施

３５ 第１０８条の３第１項の規定による初心運

転者講習の通知

３６ 第１０８条の６第１項の規定による初心運

転者講習の業務に関する規定の認可

用する場合を含む。）の規定による技能検定

員資格者証の再交付申請書の受理及び再交

付

４ 第８条第２項（第１６条第１項において準

用する場合を含む。）の規定による技能検定

員資格者証の書換え申請の受理及び書換え

道路交通法施行

令

１ 第３７条の４第７号の規定による再試験の

受験期間の特例に関する認定

２ 第３７条の７第１号の規定による臨時適性

検査申出の受理

３ 第４１条の２第７号の規定による初心運転

者講習の受講期間の特例に関する認定

５ 第９条第２項（第１６条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による返納さ

れた技能検定員資格者証の受理

６ 第１５条第２項（附則第２条第５項におい

て準用する場合を含む。）の規定による教

習指導員資格者証交付申請書の受理

７ 附則第２条第４項の規定による返納され

た暫定教習指導員資格者証の受理

道路交通法施行

規則

１ 第１８条の２の２第２項の規定による技能

検査申請書の受理

２ 第１８条の４第１項の規定による免許の保

留の要件に関し専門的な知識を有する医師

の認定

３ 第２２条（第２８条の２において準用する場

合を含む。）の規定による試験場所等の指定

４ 第２４条第７項の規定による技能試験に使

愛媛県道路交通

規則

１ 第２４条の２の規定による運転免許試験成

績証明書交付申出書の受理

２ 第２７条の２第１項の規定による違反者講

習の受講連絡等に関する措置

用する自動車の提供又は指定

５ 第２８条の規定による運転免許試験成績証

明書の交付

６ 第２９条の３第１項の規定による処分の要

原動機付自転車

の運転に関する

講習の実施に関

する規則（平成

４年愛媛県公安

委員会規則第１３

号）

１ 第２条の規定による原付講習申出書の受

理

２ 第５条の規定による原付講習終了証明書

の再交付申請の受理及び再交付

件に関し専門的な知識を有する医師の認定

７ 第２９条の５第１項の規定による免許の効

力の停止の要件に関し専門的な知識を有す

る医師の認定

８ 第３２条第１項の規定による同等の教習効

果があることの認定

９ 第３２条第２項の規定による同等の教習効

取得時講習の実

施に関する規則

（平成６年愛媛

県公安委員会規

則第５号）

１ 第２条の規定による取得時講習受講申請

書の受理

２ 第７条第２項の規定による応急救護処置

指導者養成講習受講申請書の受理

３ 第７条第３項の規定による応急救護処置

指導者養成講習終了証明書の交付

果があることの認定

１０ 第３３条第４項第２号ニ（第３４条の３第３

号において準用する場合を含む。）及び第３８

条第８項第２号の規定による応急救護処置

の指導に必要な能力を有する者の認定

１１ 第３６条の規定による指定申請書の記載事

高齢者講習に関

する規則（平成

１０年愛媛県公安

委員会規則第８

号）

１ 第５条第１項の規定による高齢者講習終

了証明書の再交付

項変更届の受理

１２ 第３７条第１項の規定による指定書等の交

付又は指定解除の通知

１３ 第３８条第１５項の規定による大型車講習、

中型車講習、普通車講習、大型二輪車講習、
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取消処分者講習

の実施に関する

規則（平成１５年

愛媛県公安委員

１ 第３条の規定による取消処分者講習予約

申込書の受理

２ 第４条の規定による講習日時、場所等の

指定及び通知

普通二輪車講習、原付講習、旅客者講習及

び応急救護処置講習を終了した者からの当

該講習の終了証明書の交付申出の受理及び

交付

会規則第９号） ３ 第６条の規定による取消処分者講習申出

書の受理

４ 第７条の規定による取消処分者講習終了

証書の交付

５ 第８条の規定による取消処分者講習終了

証書再交付申出書の受理

指定講習機関に

関する規則

１ 第１１条の規定による初心運転者講習に係

る結果報告書の受理

２ 第１３条の規定による初心運転者講習に係

る事業報告書及び収支決算書の受理

３ 第１６条第１号の規定による初心運転者講

習業務の引継ぎ

４ 第１６条第２号の規定による初心運転者講

習の業務に関する帳簿及び書類の引継ぎ

５ 第１６条第３号の規定による初心運転者講

習を適性かつ確実に行うための措置

６ 第１７条の規定による習熟指導に係る講習

を受けさせる特定講習指導員の指名

７ 第１８条の規定による指定講習機関との連

絡等（初心運転者講習に限る。）

行政手続法 １ 第１６条第３項（第１７条第３項及び第３１条

において準用する場合を含む。）の規定に

よる代理人資格証明の受理

２ 第１６条第４項（第１７条第３項及び第３１条

において準用する場合を含む。）の規定に

よる代理人資格喪失届出の受理

３ 第１８条第１項の規定による不利益処分の

原因となる事実を証する資料の閲覧の実施

４ 第１８条第３項の規定による資料の閲覧の

日時及び場所の指定

５ 第２４条第４項の規定による聴聞調書及び

報告書の閲覧の実施

技能検定員審査

等に関する規則

１ 第５条第２項（第１３条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による技能検定

員審査合格証明書の再交付申請書の受理及

び再交付

２ 第７条第２項の規定による技能検定員資

格者証交付申請書の受理

３ 第８条第１項（第１６条第１項において準

用する場合を含む。）の規定による技能検定

員資格者証の再交付申請書の受理及び再交

付

４ 第８条第２項（第１６条第１項において準

用する場合を含む。）の規定による技能検定

員資格者証の書換え申請の受理及び書換え

５ 第９条第２項（第１６条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による返納さ

れた技能検定員資格者証の受理

６ 第１５条第２項（附則第２条第５項におい

て準用する場合を含む。）の規定による教習

指導員資格者証交付申請書の受理

７ 附則第２条第４項の規定による返納され

た暫定教習指導員資格者証の受理

愛媛県道路交通

規則

第２４条の２の規定による運転免許試験成績

証明書交付申出書の受理

取得時講習の実

施に関する規則

（平成６年愛媛

県公安委員会規

則第５号）

１ 第２条の規定による取得時講習受講申請

書の受理

２ 第７条第２項の規定による応急救護処置

指導者養成講習受講申請書の受理

３ 第７条第３項の規定による応急救護処置

指導者養成講習終了証明書の交付

原動機付自転車

の運転に関する

講習の実施に関

する規則（平成

４年愛媛県公安

１ 第２条の規定による原付講習申出書の受

理

２ 第５条の規定による原付講習終了証明書

の再交付申請の受理及び再交付
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労働委員会告示

�愛媛県労働委員会告示第１号
当委員会は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年

法律第２８９号）第５条第２項の規定に基づき、西条市立周桑病院の

職員が結成し、又は加入する労働組合について、職員のうち労働組

合法（昭和２４年法律第１７４号）第２条第１号に規定する者の範囲を

平成２１年２月２７日認定したので、次のとおり告示する。

なお、企業職員に係る労働組合法第２条第１号に規定する者の範

囲の認定（昭和５０年９月愛媛県地方労働委員会告示第３号）は、廃

止する。

平成２１年３月１７日

愛媛県労働委員会

会 長 白 石 喜 �
西条市立周桑病院に勤務する職員が結成し、又は加入する労働組

合（組合員である当該企業の職員が次の表に掲げる者のみに限られ

ているものを除く。）については、当該企業の職員のうち、次の表

に掲げる者

勤務箇所 労働組合法第２条第１号に規定する者

西 条 市 立
周 桑 病 院

事務局長、院長、副院長、次長、診療部長、医局長、薬局
長、技師長、総看護師長、課長、主幹、副技師長、副総看
護師長、室長、看護師長、副課長、専門員、総務課に属す
る係長、主査、主任及び主事

委員会規則第１３

号）

行政手続法 １ 第１６条第３項（第１７条第３項及び第３１条

において準用する場合を含む。）の規定によ

る代理人資格証明の受理

２ 第１６条第４項（第１７条第３項及び第３１条

において準用する場合を含む。）の規定によ

る代理人資格喪失届出の受理

３ 第１８条第１項の規定による不利益処分の

原因となる事実を証する資料の閲覧の実施

４ 第１８条第３項の規定による資料の閲覧の

日時及び場所の指定

５ 第２４条第４項の規定による聴聞調書及び

報告書の閲覧の実施

� 省略 � 省略

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月１７日 発行
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